
　　　　　　対象業種（イメージ）
　　　　　〈担当部局〉　　　

施策の基本的方向 〈農業振興部〉 〈林業振興・環境部〉 〈水産振興部〉

①　経営基盤の強化及び経営資源の
　　 確保

・担い手経営発展促進事業費　18,527千円
・地域営農支援事業費　90,064千円
・集落営農組織等支援事業費　7,986千円

・県産材加工力強化事業費　
（事業戦略策定等支援業務委託料）　24,750千円
（県産木材加工力強化事業費補助金）　22,200千円
・木材加工流通施設整備事業費　17,752千円

・漁業経営安定特別対策事業費　
（事業戦略策定支援業務委託料）　23,100千円

⑥　事業の承継の円滑化 〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉 〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉 〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉

⑨　融資制度等による資金供給の円
　　 滑化

・農業近代化資金等融資事業費　79,358千円
〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉

・木材産業等高度化推進資金貸付事業費　600,000千円
〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉

・沿岸漁業等金融対策費　　　　　　74,814千円
（漁業近代化資金利子補給金他）
・遠洋近海漁業金融対策費　　　　　6,462千円
（かつお・まぐろ漁業振興資金利子補給金他）
〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉

⑩　事業活動を担う人材の育成及び
      確保

・新規就農総合対策事業費　62,101千円
・農業大学校教育推進事業費　99,054千円
・農業担い手育成センター研修推進事業費　106,558千円

・林業技術者養成研修事業費　9,901千円
・林業大学校研修事業費　226,706千円
・林業研修支援事業費　7,500千円

・漁業就業総合支援事業費　92,674千円

⑪　働き方改革を進める雇用環境の
　　 整備の促進

・【再掲】ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業費　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　752,625千円

⑭　脱炭素化をはじめとするSDGs等
　　 の新しい課題への対応

・持続的農業推進事業費　86,222千円
・福祉避難所等太陽光発電事業費　15,000千円
・地球温暖化防止県民会議推進事業費
（県民会議活動推進事業実施委託料）　7,288千円

⑮　南海トラフ地震や新型コロナウイ
　　 ルス感染症への対応の促進

・園芸用ハウス整備事業費
（南海トラフ地震対策関連事業）　32,500千円
・燃料タンク対策事業費　95,000千円

②　生産性の向上
・こうち農業確立総合支援事業費　58,721千円
・環境制御技術高度化事業費　101,178千円
・ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業費　752,625千円

・高性能林業機械等整備事業費　71,172千円
・【再掲】県産材加工力強化事業費　46,950千円
・【再掲】木材加工流通施設整備事業費　17,752千円

③　新たな技術、製品及びサービス
　　 の開発の促進

・水産業試験研究費　27,788千円

④　知的財産の活用及び産学官の連
　　 携

〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉 〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉 〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉

⑤　創業及び新たな事業の創出の促
　　 進

・次世代型ハウス・農業クラスター促進事業費　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　118,078千円

・沿岸漁業設備投資促進事業費　21,683千円

⑦　地産外商の強化
・園芸品販売拡大事業費　19,465千円
・高知の花総合ＰＲ事業費　2,000千円
・特産品外商強化推進事業費　4,553千円

・県産材外商推進対策事業費　99,636千円
・土佐材販売力抜本強化事業費　10,993千円
・県産材輸出促進事業費　2,000千円

・水産物地産外商推進事業費　　　　　
（水産物外商活動支援事業委託料）　39,525千円
（関西地区水産物販売促進委託料）　28,364千円
（見本市出展業務委託料）　8,318千円
・水産物輸出促進事業費　
（水産物輸出促進事業費補助金）　12,229千円

⑧　中小企業・小規模企業の振興に
　　 資する企業誘致の促進

・【一部再掲】次世代型ハウス・農業クラスター促進事業費
（農業参入企業立地促進事業費）　43,705千円

・未利用漁場活用促進事業費　236千円
（未利用漁場活用促進事業費事務費）

⑫　商店街等の振興を通じた地域の
　　 活性化の促進

⑬　地域の多様な資源及び地場産業
　　 を活かした事業活動の促進

・【再掲】次世代型ハウス・農業クラスター促進事業費　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,078千円
・６次産業化推進事業費　9,423千円
・地産地消推進事業費　1,546千円

・あゆ等有効活用計画策定事業費　1,602千円

農業、林業、漁業

※　〈　斜体　〉は横断的に対応しているもの
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「施策の基本的方向」関連事業（Ｒ３年度抜粋） 資料４
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建設業

〈土木部〉 〈商工労働部〉 〈産業振興推進部〉

・中小企業経営資源強化対策事業費　730,816千円
・小規模事経営支援事業費　1,286,568千円
・中小企業組織化推進事業費　117,115千円
・経営発達支援推進事業費　65,892千円
・【再掲】中小企業制度金融貸付事業費　4,559,455千円

・食品企業総合支援事業費　331,928千円

〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉 ・事業承継支援事業費　24,331千円 〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉

〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉 ・中小企業制度金融貸付事業費　4,559,455千円 〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉

・建設業活性化事業費　60,989千円

・大学生就職支援事業費　67,943千円
・人材確保支援事業費　97,993千円
・企業の魅力発信支援事業費　8,858千円
・県内企業理解促進事業費　467千円
・デジタルカレッジ開催事業費　56,732千円
・首都圏等人材確保事業費　22,915千円
・伝統的工芸品産業等後継者育成対策事業費　15,782千円
・産業技術人材育成事業費　5,161千円
・外国人受入環境整備事業費　24,843千円
・訓練管理費　14,801千円
・高等技術学校費　308,751千円
・職業訓練費　345,302千円
・技能開発向上対策費　41,787千円
・就職支援事業費　112,327千円
・就職氷河期世代活躍支援事業費　29,449千円

・産業人材育成事業費　44,715千円
・【再掲】食品企業総合支援事業費　331,928千円

・ワークライフバランス推進事業費　15,707千円
・働き方改革推進事業費　27,220千円

・【再掲】IoT推進事業費
・【再掲】オープンイノベーションプラットフォーム推進事業費
・【再掲】紙産業技術試験研究費

・ＳＤＧｓ推進事業費　8,096千円

・商工業BCP策定支援事業費　9,027千円
・中小企業地震対策促進事業費　7,666千円
・民間活力活用地震対策促進事業費　5,000千円
・商店街施設地震対策推進事業費　17,525千円
・【再掲】防災関連産業振興事業費

・【再掲】建設業活性化事業費　60,989千円

・中小企業等デジタル化促進事業費　26,698千円
・中小企業設備資金利子補給金　38,751千円
・ものづくり事業戦略推進事業費　3,226千円
・【再掲】中小企業経営資源強化対策事業費　730,816千円

・IoT推進事業費　14,742千円
・オープンイノベーションプラットフォーム推進事業費　126,143千円
・【再掲】中小企業等デジタル化促進事業費
・【再掲】中小企業経営資源強化対策事業費
・【再掲】ものづくり事業戦略推進事業費
・工業技術センター共通経費　33,822千円
・工業技術支援事業費　15,591千円
・工業技術振興事業費　19,193千円
・紙産業技術センター共通経費　17,371千円
・紙産業技術試験研究費　3,988千円
・紙産業技術振興促進費　23,732千円
・紙産業育成事業費　16,395千円
・海洋深層水試験研究費　6,139千円

・【再掲】食品企業総合支援事業費　331,928千円

〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉 ・知的財産活用促進事業費　10,823千円
・産学官民連携推進事業費　　78,488千円
（産学官連携産業創出研究推進事業費）
〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉

・IT・コンテンツビジネス振興事業費　13,283千円
・【再掲】オープンイノベーションプラットフォーム推進事業費
・【再掲】中小企業等デジタル化促進事業費
・【再掲】中小企業経営資源強化対策事業費

・起業促進事業費　　　　　
（起業支援業務委託料）　19,203千円
（新事業創出人材育成事業委託料）　19,667千円

・受注拡大支援事業費　1,228千円
・伝統的工芸品産業支援事業費　2,430千円
・土佐和紙振興事業費　1,477千円
・防災関連産業振興事業費　27,705千円
・海外展開支援事業費　8,287千円
・【再掲】中小企業経営資源強化対策事業費

・地域産品販売促進事業費　17,097千円
・地産外商公社運営事業費　306,175千円
・海外経済活動事業費　77,866千円
・輸出促進支援事業費　63,775千円

・企業立地活動事業費　2,878千円
・企業立地促進事業費　125,281千円
・企業誘致活動推進事業費　672,516千円
・工業立地基盤整備事業費　496,372千円
・流通団地及び工業団地造成事業費　1,506,836千円

・商業振興対策事業費　5,189千円
・中山間地域商業対策事業費　920千円
・空き店舗対策事業費　8,086千円
・事業経営アドバイザー派遣事業費　1,136千円
・商店街等振興計画推進事業費　35,989千円

・室戸海洋深層水ブランド化事業費　29,295千円
・【再掲】伝統的工芸品産業支援事業費
・【再掲】土佐和紙振興事業費

・【再掲】産業人材育成事業費　44,715千円

製造業・情報通信業・卸売業、小売業
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運輸業 宿泊業 教育

〈中山間振興・交通部〉 〈観光振興部〉 〈教育委員会〉

・地域公共交通対策事業費
（公共交通活性化支援事業費補助金）　79,267千円
（安全安心の施設整備事業費補助金）　156,091千円

〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉 〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉 〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉

・地域公共交通対策事業費
（四万十市鉄道経営助成基金負担金・安芸市鉄道経営
助成基金負担金）　250,000千円
（海陽町鉄道経営助成基金負担金）　7,060千円
（バス運行対策費補助金）　290,647千円
〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉

〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉 〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉

・交通運輸政策推進費
（バス運転士確保対策事業委託料）　3,397千円
・地域公共交通対策事業費
（公共交通活性化支援事業費補助金）　300千円

・広域観光総合支援事業費　　　　　
（地域観光商品造成等委託事業）　39,548千円

・キャリア・アップ事業　24,535千円

・交通運輸政策推進費
（アドバイザー活動経費）　1,504千円

・地域公共交通対策事業費
（安全安心の施設整備事業費補助金）　49,214千円

・南海トラフ地震対策事業費　　　　　　　　　　
（津波避難訓練等実施事業）　　　　　　　　　2,000千円
（津波等防災対策セミナー実施委託業務）　3,218千円
（BCP策定支援実施事業）　　　　　　　　　　 2,500千円

〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉 〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉 〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉

・観光振興推進事業費　　　　　　
（観光振興推進事業費補助金）　963,148千円

・【再掲】広域観光総合支援事業費　　　　　
（地域観光商品造成等委託事業）　　39,548千円
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　　 資する企業誘致の促進

⑫　商店街等の振興を通じた地域の
　　 活性化の促進

⑬　地域の多様な資源及び地場産業
　　 を活かした事業活動の促進

※　〈　斜体　〉は横断的に対応しているもの

共
通
項
目

個
別
項
目

〈健康政策部〉 〈子ども・福祉政策部〉

・保健医療計画推進事業費
　（病床機能分化促進事業費補助金）　288,206千円

〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉 〈再掲・商工　事業承継支援事業費〉

〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉 〈再掲・商工　中小企業制度金融貸付事業費〉

・医師確保対策事業費
　（医師確保推進事業費）　464,076千円
　（地域医療再生事業推進費）　293,651千円
・看護の人づくり事業費　322,132千円
・保健医療計画推進事業費
　（在宅医療等地域医療提供体制整備事業費）　163,623千円
・認知症高齢者支援事業費
　（認知症介護実践者養成事業費）　7,541千円
　（認知症地域医療・介護支援事業費）　4,800千円
・医療連携推進事業費
　（薬剤師確保対策事業）　1,663千円

・福祉人材センター運営事業費　83,166千円
・福祉・介護事業所認証評価事業費　16,004千円
・高知県女性就労支援事業　45,145千円

・健康づくり推進事業費
　（県民健康づくり推進事業費）　3,661千円
・医師確保対策事業費
　（勤務環境改善事業費補助金）　100,415千円

・福祉・介護就労環境改善事業費　183,163千円
・少子化対策県民運動推進事業費　14,316千円
・【再掲】福祉・介護事業所認証評価事業費　16,004千円

・保健医療計画推進事業費
　（新型コロナウイルス感染症対策事業費）　4,889,334千円
・医事指導費
　（新型コロナウイルス感染拡大防止事業費）　453,347千円
・災害医療救護体制整備事業費
　（医療施設災害対策推進事業費）　365,065千円
　（南海トラフ地震関連災害医療対策費）　191,100千円

〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉 〈再掲・商工　知的財産活用促進事業費〉

・ひとにやさしいまちづくり事業費　1,400千円

医療、福祉


